
拘束時間の見える化・超過要因分析による拘束時間削減    1
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► 荷主企業：発荷主（中部セキスイハイム工業株式会社、本社：豊橋市）

ユニット住宅•関連部材の組立・製造会社。従業員数は約350名。主要製品は、ほぼすべてエ
場のラインで組立・製造されており、中部・東海地域の据付現場に出荷されている。

► 運送事業者（豊橋センコー運輸株式会社、本社：豊橋市）

センコーグループの関連会社。全荷物の約7割が発荷主の住宅ユニットの輸送が占め、工場
から各据付現場まで直送し、ユニット据付工程において、クレーン玉懸荷役までを行っている。

► 荷種
住宅のユニット•関連部材
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― ―【重要課題】

I①ドライバー間の超過時間のばらつき抑制                       I

| 9果題解決に向けた取り組み

【ドライバー間の超過時間のばらつき対策】

毎日、ドライバーごとの超過時間を見える化。超過が偏
る傾向を早期に確認・把握し、人繰りを改善した。

|【作業予定時間と実際の拘束時間の差を分析】

事前に、物件ごとに待機場・据付現場での作業開始·終

了予定時間を設定しておき、実績との差異が生じた原
因（仮説含）を記録し、改善に努めた。
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I 取り組みの成果 13時間超過件数の比率が9.8％低減
算出根拠は裏面「5結果」参照
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■物流の見える化・重要課題の特定を通じて、拘束時間13~15時間が課題であることが
わかった。（これまでは16時間超過のみをターゲットとして対策に取り組んできた）

■超過要因については、担当者が感覚的には把握していたものの、詳しい要因について
の記録、データ分析は実施されていなかった。

■2016年12月中旬～2017年2月中旬までの2ヶ月間、各ドライバーの超過時間を見える
化するシートを作成、偏り傾向を早期に把握するとともに人繰りを改善、工夫した。

■事前に立てた作業開始・終了予定時間と実績とのかい離が大きかった物件について、
個別に担当者に聞き込み、その要因を調査した。

■分析の切り口を「出荷までの工程」「出荷以降の運送（ドライバー）業務」「エリア・製品
群」に大別して整理、荷主·輸送事業者と共同で課題と改善の余地について検討した。

‘
一 結果

■検証期間の2ヶ月間と、それ以前（2016年4月～11月）の8ヶ月間との、13時間を超過し
た物件の比率の平均を比較すると、43.3％から33.5％に、9.8％低減できた。

■ドライバー間の拘束時間のばらつきは、若干の減少に止まった。輸送リーダーの要件を
満たす人材を育成、増員しない限り、偏りは避けられないことを再認識した。

■作業開始·終了を予定した時間と実績とのかい離が1時間を超えてしまう要因は、天候
不順や道路事情による遅れに加え、着荷主の管理下にある据付現場の監督の指示、
施工業者の下請構造など、業界構造に起因するケースが多いことが明らかとなった。

■各現場の問題点が洗い出された結果、拘束時間の削減に向けて、「現場監督と運送事
業者のリーダーが意見交換をできる場を設定すること」、「両者が立場·役割の違いを相
互理解した上で、共通の目標を持って業務遂行できる環境を整備すること」の必要性が
明確となり、次年度に向けて取り組むべき課題が整理された。

■据付現場への搬入責任者として、「運送事業者への改善要望事項」と「着荷主に対する
改善要望事項」とを切り分けることができ、今後の取り組み事項の内容·方向性および
優先順位が明らかになった。

■目先の作業改善ではなく、供給プロセス全体の現状分析に時間を割いたことで、重要
課題が特定でき、組織をまたぐ、関係組織間の潜在的な課題を洗い出すことができた。

■各ドライバーの拘束時間の情報を見える化したことで、配車や現場管理に関わる組織
全体での総労働時間の低減に向けた意識が高まり、協力し合う風土が醸成された。
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